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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 644,758 ― 11,401 ― 11,890 ― 5,785 ―

20年3月期第2四半期 427,802 8.5 12,020 △23.5 12,423 △26.6 7,212 △43.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 74.93 ―

20年3月期第2四半期 93.41 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 510,621 149,400 29.0 1,919.73
20年3月期 451,892 145,147 31.9 1,867.13

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  148,237百万円 20年3月期  144,176百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 15.00 15.00
21年3月期 ― ― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 15.00 15.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,116,000 19.9 11,500 △17.6 12,500 8.3 6,000 28.6 77.70

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

［（注） 詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】 4．その他をご覧ください。］  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

［（注） 詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】 4．その他をご覧ください。］  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、発表日現在において入手可能な情報に基づいております。実際の業績は、様々な要因により予想数
値とは異なる結果となる可能性があります。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第
14号)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  78,183,677株 20年3月期  78,183,677株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  965,898株 20年3月期  965,848株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  77,217,806株 20年3月期第2四半期  77,218,088株
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[概況] 

当第２四半期累計期間におけるドバイ原油価格は、投機資金が原油市場へ流入した影響等により、期初

の1バレル当たり94ドル台から7月には一時140ドル台まで上昇した後、世界的な金融不安の発生と景気減

速などを背景に期末には87ドル台まで急落した結果、期中平均では約115ドルとなりました。 

また、円の対米ドル相場（為替レート）は、期初の99円台から概ね円安傾向で推移し、8月下旬に110円

台まで下落しましたが、9月後半からは円高が進行し、期末では103円台となり、期中平均では約106円と

なりました。 

こうした状況のもと、当第２四半期累計期間の連結業績は、売上高は6,447億58百万円（前年同期比

2,169億56百万円、50.7％増収）、営業利益は114億１百万円（前年同期比６億19百万円、5.2％減益）、

経常利益は118億90百万円（前年同期比５億33百万円、4.3％減益）、四半期純利益は57億85百万円（前年

同期比14億27百万円、19.8％減益）となりました。なお、前年同四半期増減率は参考として記載しており

ます。 

  

[セグメント別概況] 

石油上流事業（石油・ガス開発／販売事業） 
アラビア石油㈱は、クウェイト石油公社との長期原油売買契約に基づき、日量104.4千バレルの原油を

販売しました。同社の子会社を通じた活動では、新華南石油開発㈱が中国南シナ海珠江口沖の陸豊油田に

おいて、Norske AEDC ASがノルウェー領北海のギダ油田において、それぞれ原油生産を行っており、両社

合計で日量3.1千バレルの権益原油を販売しました。 

また、アラビア石油㈱は、エジプトのノースウェスト・オクトーバー鉱区における石油・ガス開発につ

き、エジプト政府石油省より正式承認を得、生産施設の基本設計等検討作業を開始しました。なお、開発

への移行においては、今後の他の案件の可能性を念頭におき、資金の効率的活用の観点から当該鉱区権益

の50％をPico International Petroleum社に譲渡することとし、同社と権益譲渡契約を締結しました。 

Norske AEDC ASはギダ油田に隣接する鉱区における権益の５％を新たに取得し、本年12月に試掘作業を

開始する予定です。 

石油上流事業の売上高は、原油価格高騰により前年同期に比して増収となり2,179億24百万円、営業利

益は25億28百万円となりました。なお第１四半期より上流事業のセグメントを統合し、石油・ガス開発/

販売事業としておりますが、詳細は５.【四半期連結財務諸表】(5)(注)4のセグメントにおける事業区分

の変更をご参照下さい。 
  

石油下流事業（石油精製／販売事業） 
当第２四半期累計期間における富士石油㈱袖ケ浦製油所での原油処理量は3,919千KL（前年同期比28千

KLの減少）となり、同社による石油製品及び石油化学製品等の販売数量は4,532千KL（前年同期比151千KL

の増加）となりました。 

また、同製油所においては、石油製品の需要構造変化（白油化）への対応の一環として建設した第2流

動接触分解装置が本年3月より運転を開始し、さらに平成21年7月からの運転開始を目標に、同製油所独自

の減圧残油熱分解装置（ユリカ装置）の増強工事等を進めています。 

石油下流事業の売上高は、原油価格高騰による製品価格の上昇により4,268億34百万円と前年同期に比

して増収となり、営業利益は一部原油価格の上昇分の販売価格への転嫁の遅れや会計基準の変更による第

２四半期末在庫の評価損（約90億円）の計上などがあったものの、期首安値在庫の売上原価押し下げ効果

（約142億円）や好調なタンカー市況により、79億６百万円となりました。 

  
  

流動資産は、前期末比510億57百万円増加の3,048億27百万円となりました。主因は原油価格の上昇によ

る受取手形及び売掛金の増加231億22百万円、製品の増加156億18百万円、半製品の増加124億10百万円で

あります。 

 固定資産は、前期末比76億71百万円増加の2,057億93百万円となりました。主因は有形固定資産の増加

57億58百万円及びドル建て長期貸付金の為替評価による増加17億24百万円であります。 

 流動負債は、前期末比556億34百万円増加の2,672億25百万円となりました。主因は運転資金需要のため

の短期借入金の増加499億43百万円であります。 

 固定負債は、長期借入金の返済等により、前期末比11億58百万円減少の939億94百万円となりました。 

 純資産合計は当四半期純利益の増加に対して為替換算調整勘定の減少があり、前期末比42億52百万円増

加の1,494億円となりました。 
  

【定性的情報・財務諸表等】

 1. 連結経営成績に関する定性的情報

 2. 連結財政状態に関する定性的情報
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（キャッシュ・フローの状況） 

 当第２四半期末における現金及び現金同等物の残高は、284億82百万円となり、前期末に比して33億28

百万円の減少となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、368億56百万円の支出となりました。これは、税金等調整前四

半期純利益100億62百万円や減価償却費52億21百万円などの増加要因に対し、売上債権の増加231億22百万

円や、たな卸資産の増加358億83百万円による支出などがあったことによります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、100億98百万円の支出となりました。主因は、有形固定資産の

増加による支出107億89百万円によるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、437億51百万円の収入となりました。これは主に、短期借入金

の増加500億７百万円によるものであります。 

  
  

前回予想（平成20年8月8日発表）と比較して原油価格が低水準で推移していること等を勘案し、通期の

業績予想を修正します。 

 通期平均の原油価格（ドバイ原油）を98ドル、為替レートを106円と想定し、売上高は、1兆1,160億円

となる見通しであります。 

 原油価格下落に伴い期首安値在庫の影響が縮小することや、会計基準の変更による期末在庫の評価損を

見込むため、営業利益は115億円、経常利益は125億円、当期純利益は60億円となる見通しです。 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいております。実際の業績は、様々な

要因により予想数値とは異なる結果となる可能性があります。 

詳細につきましては、本日発表の「連結業績予想修正のお知らせ」をご参照下さい。 

  
  
  

該当事項はありません。 
  

（棚卸資産の評価方法） 

 当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額

を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

（税金費用及び繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法）  

 税金費用については、連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、法人税

等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

  

 第１四半期連結会計期間より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 平成19

年３月14日）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号 

平成19年３月14日）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務

諸表を作成しております。 

 第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 企業会

計基準委員会 平成18年７月５日）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に変更しております。これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利

益、経常利益、税金等調整前四半期純利益が9,056百万円減少しております。なお、セグメント情報

に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

 第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要に応じて修正を行ってお

ります。これによる、第２四半期連結財務諸表への影響はありません。  
  

 3. 連結業績予想に関する定性的情報

 4. その他
(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

①簡便な会計処理

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①「四半期財務諸表に関する会計基準」等の適用

②「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

③「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用
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5. 【四半期連結財務諸表】

  (1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円） 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 28,235 31,550 

受取手形及び売掛金 121,091 97,969 

有価証券 261 1,274 

製品 39,586 23,968 

半製品 27,832 15,421 

原材料及び貯蔵品 72,577 64,723 

未収入金 1,350 1,313 

繰延税金資産 807 938 

その他 13,096 16,609 

貸倒引当金 △11 － 

流動資産合計 304,827 253,770 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物（純額） 16,657 12,926 

油槽（純額） 2,672 2,948 

機械装置及び運搬具（純額） 44,052 18,992 

土地 51,359 51,359 

建設仮勘定 9,464 32,278 

その他（純額） 256 198 

有形固定資産合計 124,462 118,703 

無形固定資産 

ソフトウエア 790 646 

鉱業権 364 655 

その他 54 58 

無形固定資産合計 1,209 1,360 

投資その他の資産 

投資有価証券 12,368 12,077 

長期貸付金 56,391 54,666 

長期預金 6,971 7,708 

探鉱開発投資勘定 3,267 2,863 

その他 1,521 1,143 

貸倒引当金 △400 △401 

投資その他の資産合計 80,121 78,057 

固定資産合計 205,793 198,121 

資産合計 510,621 451,892 
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（単位：百万円） 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

買掛金 63,598 62,082 

短期借入金 135,817 85,873 

1年内返済予定の長期借入金 17,489 18,802 

未払金 18,507 18,064 

未払揮発油税 20,410 17,318 

未払法人税等 5,357 2,274 

貸付契約関連費用引当金 839 890 

その他 5,206 6,284 

流動負債合計 267,225 211,591 

固定負債 

長期借入金 70,212 71,795 

繰延税金負債 13,231 13,047 

退職給付引当金 4,030 4,132 

役員退職慰労引当金 160 181 

特別修繕引当金 1,654 1,692 

修繕引当金 2,751 2,001 

貸付契約関連費用引当金 1,453 1,806 

負ののれん 13 29 

その他 488 465 

固定負債合計 93,994 95,153 

負債合計 361,220 306,744 

純資産の部 

株主資本 

資本金 24,467 24,467 

資本剰余金 57,679 57,679 

利益剰余金 67,927 63,299 

自己株式 △1,239 △1,238 

株主資本合計 148,834 144,207 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 62 △180 

繰延ヘッジ損益 191 △2 

土地再評価差額金 2 2 

為替換算調整勘定 △854 148 

評価・換算差額等合計 △597 △31 

少数株主持分 1,163 971 

純資産合計 149,400 145,147 

負債純資産合計 510,621 451,892 
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(2) 【四半期連結損益計算書】

   【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円） 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

売上高 644,758 

売上原価 630,224 

売上総利益 14,534 

販売費及び一般管理費 3,133 

営業利益 11,401 

営業外収益 

受取利息 1,519 

受取配当金 41 

持分法による投資利益 1,578 

為替差益 465 

その他 313 

営業外収益合計 3,917 

営業外費用 

支払利息 3,202 

その他 225 

営業外費用合計 3,428 

経常利益 11,890 

特別損失 

固定資産除却損 33 

固定資産売却損 0 

投資有価証券評価損 1,056 

原油売買契約和解金 730 

ゴルフ会員権評価損 7 

特別損失合計 1,828 

税金等調整前四半期純利益 10,062 

法人税、住民税及び事業税 4,001 

少数株主利益 274 

四半期純利益 5,785 
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  (3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円） 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益 10,062 

減価償却費 5,221 

修繕引当金の増減額（△は減少） 750 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △102 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9 

特別修繕引当金の増減額（△は減少） △38 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △21 

受取利息及び受取配当金 △1,560 

支払利息 3,202 

持分法による投資損益（△は益） △1,578 

固定資産除却損 33 

投資有価証券評価損益（△は益） 1,056 

原油売買契約和解金 730 

売上債権の増減額（△は増加） △23,122 

たな卸資産の増減額（△は増加） △35,883 

仕入債務の増減額（△は減少） 1,515 

未払揮発油税の増減額（△は減少） 3,092 

その他 2,179 

小計 △34,453 

利息及び配当金の受取額 2,035 

利息の支払額 △3,850 

法人税等の支払額 △1,524 

法人税等の還付額 937 

営業活動によるキャッシュ・フロー △36,856 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の預入による支出 △7,016 

定期預金の払戻による収入 7,845 

投資有価証券の取得による支出 △3 

有価証券の償還による収入 1,000 

有形固定資産の取得による支出 △10,789 

有形固定資産の売却による収入 17 

無形固定資産の取得による支出 △291 

貸付けによる支出 △8 

貸付金の回収による収入 2 

探鉱開発投資勘定の支出 △314 

その他 △539 

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,098 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,007 

長期借入金の返済による支出 △5,020 

自己株式の取得による支出 △0 

配当金の支払額 △1,156 

減資による少数株主への支払 △79 

少数株主への配当金の支払額 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー 43,751 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △125 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,328 

現金及び現金同等物の期首残高 31,810 

現金及び現金同等物の四半期末残高 28,482 
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当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期連結

財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

該当事項なし 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 
(注) １ 事業区分の方法 

  事業の形態・製品の種類を考慮して区分している。 

２ 各事業区分の主要な製品 

  石油・ガス開発／販売事業  ：天然ガス、天然ガス液、原油 

  石油精製／販売事業     ：原油、石油製品(ガソリン、ナフサほか)、原油・石油製品等の輸送 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(当第２四半期連結会計期間 257百万円、

当第２四半期連結累計期間 474百万円)の主なものは親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用である。 

４ セグメントにおける事業区分の変更  

事業区分の方法については、役務の種類・性質の類似性に経営組織との一体性を加味して区分しているが、

石油上流事業のうち区分表記していた「カフジ関連事業」は、利益面での中核をなすKGOCとの技術サービス

契約が平成20年1月に期間満了により終了したため、第1四半期連結会計期間より「石油・ガス開発／生産事

業」に含め、「石油・ガス開発／販売事業」として表記している。なお、当該セグメントに含まれる従来の

「カフジ関連事業」の売上高は2,188億60百万円であるが、営業利益の算定は困難であるため区分はしてい

ない。  

５ 第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 企業会計基準委

員会 平成18年7月5日）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）に変更している。これにより、当第２四半期連結累計期間の「石油精製/販売事業」の営業利益

が90億56百万円減少している。 

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

石油・ガス 
開発／販売 

事業 
(百万円)

石油精製／
販売事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

217,924 426,834 644,758 ― 644,758

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

7,765 ― 7,765 △7,765 ―

計 225,689 426,834 652,524 △7,765 644,758

営業利益 2,528 7,906 10,434 966 11,401
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当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 
(注) １ 所在地は販売元を基準にしている。 

２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

３ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) アジア……シンガポール、中国 

(2) 欧州………ノルウェー 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(当第２四半期連結会計期間 257百万円、

当第２四半期連結累計期間 474百万円)の主なものは親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用である。 

５ 第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 企業会計基準委

員会 平成18年7月5日）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）に変更している。これにより、当第２四半期連結累計期間の「日本」の営業利益が90億56百万円

減少している。 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 
(注) １ 地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

 (1) アジア……韓国、台湾、シンガポール 

 (2) その他……ノルウェー 

３ 海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

  

該当事項なし 

  

【所在地別セグメント情報】

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全
社 

(百万円)

連結
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

604,987 39,584 175 11 644,758 ― 644,758

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

31,530 330,483 1,352 ― 363,365 △363,365 ―

計 636,517 370,067 1,527 11 1,008,124 △363,365 644,758

営業利益 5,286 4,373 763 11 10,434 966 11,401

【海外売上高】

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 166,703 1,539 168,243

Ⅱ 連結売上高(百万円) 644,758

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

25.86 0.24 26.09

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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【参考】 

   (1) 前中間連結損益計算書

科  目

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日)

金額(百万円)

Ⅰ 売上高 427,802

Ⅱ 売上原価 413,220

  売上総利益 14,582

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,561

  営業利益 12,020

Ⅳ 営業外収益 4,509

 １ 受取利息 2,182

 ２ 受取配当金 28

 ３ 持分法による投資利益 454

 ４ 為替差益 1,354

 ５ タンク賃貸料 116

 ６ その他 372

Ⅴ 営業外費用 4,107

 １ 支払利息 3,591

 ２ タンク賃借料 82

 ３ その他 433

  経常利益 12,423

Ⅵ 特別損失 136

 １ 固定資産除却損 134

 ２ その他 1

 税金等調整前中間純利益 12,287

 法人税、住民税及び事業税 4,939

 法人税等調整額 △ 130

 少数株主利益 264

 中間純利益 7,212
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  (2) 前中間連結キャッシュフロー計算書

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

区分 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税金等調整前中間純利益 12,287

   減価償却費 3,197

   修繕引当金の減少額 △ 145

   退職給付引当金の増加額 15

   貸倒引当金の増加額 1

   特別修繕引当金の減少額 △ 64

   役員退職慰労引当金の増加額 7

   受取利息及び受取配当金 △ 2,210

   支払利息 3,591

   持分法による投資利益 △ 454

   固定資産除却損 134

   売上債権の減少額 1,137

   たな卸資産の増加額 △ 22,415

   仕入債務の増加額 4,748

   未払揮発油税の減少額 △ 509
   その他 △ 2,750

    小計 △ 3,430

   利息及び配当金の受取額 2,141
   利息の支払額 △ 3,363

   法人税等の支払額 △ 3,098
   法人税等の還付額 123

   営業活動によるキャッシュ・フロー △ 7,627

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   定期預金の預入による支出 △ 10,784

   定期預金の払戻による収入 11,298

   投資有価証券の取得による支出 △0

   有価証券の償還による収入 1,300

   有価証券の取得による支出 △ 1,000

   有形固定資産の取得による支出 △ 3,292

   有形固定資産の売却による収入 0

   無形固定資産の取得による支出 △ 156

   貸付けによる支出 △ 20,234

   貸付金回収による収入 3

   探鉱開発投資勘定の支出 △ 125
   その他 6

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 22,982

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増加額 20,669

   長期借入金の借入れによる収入 20,230

   長期借入金の返済による支出 △ 6,197

   自己株式の取得による支出 △0

   配当金の支払額 △ 1,153

   減資による少数株主への支払 △ 97
   少数株主への配当支払 △0

   財務活動によるキャッシュ・フロー 33,449

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 116

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 2,955

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 25,749

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 28,705
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